
   設 立  

   設 置  

法 人 等 変 更 申 告 書  
   解 散  

   廃 止  

 

 

 

 

      年  月  日 

 

 

 旭  市  長  様  

主 た る 事 務 所 

事 業 所 所 在 地 

〒 ○ ○ ○ ― ○ ○ ○ ○  

○ 県 ○ 市 ○ ○ 1 - 2 - 3  

ふ り が な かぶしきかいしゃあさひたろう 

法 人 等 の 名 称 
 

株 式 会 社 旭 太 郎  

代 表 者 氏 名 旭 太郎         

経 理 責 任 者 

氏 名 

 

 

電 話 番 号 ○○○○(○○)○○○○ 

 

 新 た に 法 人 等 （ 事 務 所 、 事 業 所 ） を 設 立 （ 設 置 、 変 更 、 解 散 、 廃 止 ・

休 業 ） し ま し た の で 申 告 し ま す 。  

区 分 設立・設置・解散・廃止・休業 変       更 

設立閉鎖等年月日 平成 １７年 ７ 月 ○ 日 
代
表
者 

(新) 

(旧) 

事 業 年 度 
 ○月○○日から ○月○○日 

  月  日から  月  日 

(新)   月  日から  月  日 

(旧)   月  日から  月  日 

資 本 (出 資 )金    ５，０００，０００ 円               円 

事 業 種 目 

○○業 

△△業 

上記に付帯する一切の業務 

所
在
地 

(新) 

(旧) 

の

開

設 

事
業
所
等 

名称 所在地 設置年月日 

旭 太 郎

旭 支 店  

            電話( 0000)  00 – 0000 

旭市□□○○○○番地○○ 

H17.7.○ 

の

廃

止 

事
業
所
等 

名称 所在地 廃止年月日 

             電話(     )     -       

本店所在地変更の場合 旧の本店等は、事務所・営業所として（存続・廃止）する。 

依頼先税理士  

 備考  添付書類 謄本・定款の写し 各１部 

※ 分割法人の場合は備考欄に県外・県内の別を明記して下さい。 

処
理
事
項 

発信年月日 法人市民税 

郵便官署消印 確認印 
台
帳 

 
  


